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（様式１）

国立大学法人福島大学事業報告書

「Ⅰ はじめに」

福島大学の基本的な目標である「教育重視の人材育成大学」を目指し、学長のリー

ダーシップのもと、今後10年間の大学運営方針をまとめた長期構想計画として、「教

育の質の向上」「大学院の創設・充実」「特色ある研究の推進」「地域連携の強化」を

重点目標とする「福島大学プラン2015」を策定し、教育環境の改善を積極的に進めた。

本学における財政上の主要課題は、予算総額の約80％を占める人件費を縮減し、教

育・研究のための財源を確保すること。一般管理費の節減及び業務の改善合理化を進

めるとともに、外部資金の獲得拡大を図り、自己収入を増加させ、運営費交付金・学

生納付金収入への依存率を下げることである。

主な対処方針・今後の計画として、人件費縮減については、長期的な人事計画や学

内定員削減計画の実行において、実質的削減方策を最終的に役員会で決定するという

基本方針を策定し、今後、毎年度１％以上の削減を行い、適時適切に必要な見直しを

行うことを決定した。経費節減については、複写機の保守契約見直し等、一般管理費

の節減を図った。また、事務効率化の観点から、他大学との「共同調達に関する協定」

を締結し、平成20年度調達分から実施した。自己収入の増加については、役員会の下

に「外部資金対策室」を設け、積極的な受け入れに取り組んだ。

「Ⅱ 基本情報」

１．目標

本学は，建学以来，福島という地域に根ざした研究と教育を進め，「人材育成大学」

として教育者・地方公務員・ビジネスマンなどの専門的職業人を主として東日本各地

に送り出してきた。

21 世紀における「人材育成大学」の社会的使命は，広い教養と豊かな創造力を有

し，地域活動や企業活動を中心的に牽引していく専門的職業人を送り出すことである。

こうした専門的職業人の育成を図るために，教育組織を学部学科課程制から学群 学類

制に転換し，文理・理文融合を推進する。

同時に，学系制を導入して研究組織を再編・整備し，自然と人間との共生のあり方

を地域次元から探求していく個性あるプロジェクトを進める。

併せて，アジア・太平洋地域の学術交流協定校を機軸として，教育研究のグローバ

ルな展開を図る。
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２．業務内容

福島大学は、戦前からの伝統を受け継ぎ、昭和２４年に、学芸学部（後に教育学部）

と経済学部の２学部構成の新制大学として発足した。しかし、福島市街地の二つのキ

ャンパスに分散しており、金谷川の地に統合移転して、業務を開始したのは昭和５４

年以降だが同時に人文系と理工系を含む総合大学化の計画実現に向けて邁進してきた。

昭和６２年１０月に行政社会学部を増設し、平成１６年１０月、国立大学法人化のな

かで理工学群共生システム理工学類を創設して、新たな出発をしている。

旧３学部を継承した３学類を人文社会学群としてくくり、２学群４学類の教育組織

を実現するとともに、全教員が参加する研究組織として１２の学系を構築した。また、

人文社会学群には、伝統ある社会人教育を継承して、夜間主コース（「現代教養コー

ス」）を有している。現在、学部制度と学類制度が併存しているが、大学院の３研究

科も含めて、充実した教育・研究を推進している。

また、学内附属組織として、附属図書館、附属４校園、並びに新設の総合教育研究

センターを含め５つの全学センターを有し、本学の教育、研究、社会貢献に努力して

いる。

現在、福島大学は、今後10年間の大学運営方針をまとめた長期構想計画として、「教

育の質の向上」「大学院の創設・充実」「特色ある研究の推進」「地域連携の強化」を

重点目標とする「福島大学プラン2015」を策定し、教育環境の改善を積極的に進めて

いる。

福島県及び東北・北関東を中心とし、地域に存在感があり、全国的にも注目される

「教育重視の人材育成大学」として発展すべく、今後とも努力を重ねたい。

３．沿革

昭和24 年 5 月 福島師範学校、福島青年師範学校、福島経済専門学校を包括して、

学芸学部と経済学部からなる新制大学として設置。

昭和27 年 4 月 経済短期大学部を併設。

昭和41 年 4 月 学芸学部を教育学部に名称変更。

昭和55 年 3 月 経済短期大学部を廃止。

昭和56 年 4 月 分離していた２つのキャンパスを統合し、現在の金谷川キャンパ

スに移転。

昭和60 年 4 月 大学院教育学研究科修士課程を設置。

昭和61 年 4 月 大学院経済学研究科修士課程を設置。

昭和62 年10 月 行政社会学部を新設し、３学部構成となる。

平成 5 年 4 月 大学院地域政策科学研究科修士課程を設置。

平成16 年10 月 全学再編を行い、「３学部」制から「２学群（人文学群、理工学

群）４学 類（人間発達文化学類、行政政策学類、経済経営学類、

共生システ ム理工学類）１２学系」制へ移行。
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４．設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６．組織図

人文社会学群 人間発達文化学類

行政政策学類

経済経営学類

理工学群 共生システム理工学類

大学院 教育学研究科

福島大学 地域政策科学研究科

経済学研究科

附属図書館

保健管理センター

生涯学習教育研究センター

地域創造支援センター

総合情報処理センター

総合教育研究センター

附属小学校

附属中学校

附属特別支援学校

附属幼稚園

事務局



- 4 -

７．所在地

福島県福島市

８．資本金の状況

２７ ,０５１ ,４５２ ,８７７円（全額 政府出資）

９．学生の状況

総学生数 ４，４９４人
学士課程 ４，３２９人
修士課程 １６５人

１０．役員の状況

役 職 氏 名 任 期 経 歴

平成9年10月～平成11年9月
福島大学行政社会学部長

平成18年4月1日 平成14年2月～平成16年3月
学 長 今野 順夫 ～平成22年3月31日 福島大学副学長(学務担当)

平成16年4月～平成18年3月
福島大学理事・副学長(総務担当)

平成10年4月～平成12年3月
理事・副学長 平成18年4月1日 福島大学経済学部長
（総務担当） 山川 充夫 ～平成20年3月31日 平成16年4月～平成18年3月

福島大学理事・副学長(学務担当)

理事・副学長 平成18年4月1日 平成15年10月～平成17年3月
(学務担当) 中井 勝己 ～平成20年3月31日 福島大学行政社会学部（行政政策

学類）長

理事・副学長 平成18年4月1日 平成13年4月～平成15年3月
(教育担当) 森田 道雄 ～平成20年3月31日 福島大学教育学部長

理事・副学長 平成10年6月～平成16年3月
地域連携 平成18年4月1日 (株)東邦銀行取締役
担当 永倉 禮司 ～平成20年3月31日 平成16年4月～平成18年3月

福島大学理事・副学長(対外担当)

平成 9年 4月～平成15年3月
監事（非常勤） 平成18年4月1日 静岡大学学長
（業務監査） 佐藤 博明 ～平成20年3月31日 平成16年4月～平成18年3月

宇都宮大学監事

昭和57年8月～昭和58年12月
監事（非常勤） 平成18年4月1日 等松青木監査法人公認会計士
（会計監査） 車田 正光 ～平成20年3月31日 昭和59年1月～

車田正光公認会計士事務所所長
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１１．教職員の状況

教員 ４０６人（うち常勤３４８人、非常勤５８人）
職員 １９６人（うち常勤１４７人、非常勤４９人）
（常勤教職員の状況）
常勤教職員は前年度比で１人（０％）減少しており、平均年齢は４４歳（前年度４

３歳）となっております。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体からの出
向者０人、民間からの出向者は０人です。

「Ⅲ 財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）
（以下、単位未満切捨てにより作成しております。）

１．貸借対照表（ http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）
(単位：百万円)

資産の部 金額 負債の部 金額

固定資産 30,627 固定負債 3,587
有形固定資産 30,489 資産見返負債 3,265
土地 18,270 センター債務負担金 －
減損損失累計額 － 長期借入金等 －
建物 9,894 引当金 2
減価償却累計額等 △ 1,641 退職給付引当金 2
構築物 891 その他の引当金 －
減価償却累計額等 △ 382 その他の固定負債 319
工具器具備品 1,141 流動負債 2,294
減価償却累計額等 △ 495 運営費交付金債務 410
その他の有形固定資産 2,812 その他の流動負債 1,884
その他の固定資産 138

負債合計 5,882
流動資産 2,343
現金及び預金 2,307 純資産の部
その他の流動資産 36

資本金 27,051
政府出資金 27,051
資本剰余金 △ 290
利益剰余金（繰越欠損金） 328
その他の純資産 －

純資産合計 27,089

資産合計 32,971 負債純資産合計 32,971
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２．損益計算書（ http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）
(単位：百万円)

金額

経常費用（A） 6,595

業務費 6,152
教育経費 745
研究経費 208
診療経費 －
教育研究支援経費 134
人件費 4,926
その他 137

一般管理費 426
財務費用 16
雑損 －

経常収益(B) 6,784

運営費交付金収益 3,606
学生納付金収益 2,619
附属病院収益 －
その他の収益 557

臨時損益(C) 0

目的積立金取崩額(D) 2

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 191

３．キャッシュ・フロー計算書（http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）
(単位：百万円)

金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 735

原材料、商品又はサービス購入による支出 △ 864
人件費支出 △ 4,726
その他の業務支出 △ 356
運営費交付金収入 3,778
学生納付金収入 2,543
附属病院収入 －
その他の業務収入 360

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) 282

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 65

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 952

Ⅵ資金期首残高(F) 1,195

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,148
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書
（http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）

(単位：百万円)

金額

Ⅰ業務費用 3,657

損益計算書上の費用 6,595
（控除）自己収入等 △ 2,937

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）
Ⅱ損益外減価償却相当額 459
Ⅲ損益外減損損失相当額 0
Ⅳ引当外賞与増加見積額 △ 9
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 288
Ⅵ機会費用 339
Ⅶ（控除）国庫納付額 －

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 4,736

５．財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成19年度末現在の資産合計は前年度比1,315百万円（4％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）増の32,971百万円となっている。

主な増加要因としては、建物が、共生システム理工学類研究実験棟の改修

等により471百万円（6％）増の8,252百万円となったこと、現金及び預金が、

期末時点の未払金計上額の増等により1,038百万円（81％）増の2,307百万円

となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、工具器具備品が減価償却等により122百万円

（15％）減の645百万円となったこと、構築物が減価償却等により71百万円（1

2％）減の508百万円となったことが挙げられる。

（負債合計）

平成19年度末現在の負債合計は826百万円（16％）増の5,882百万円となっ

ている。主な増加要因としては、期末時点の未払金計上額が、675百万円（11

4％）増の1,263百万円となったこと、運営費交付金債務が、未使用額の増に

より137百万円（50％）増の410百万円となったことなどが挙げられる。

また、主な減少要因としては、資産見返運営費交付金等が、減価償却等に

より36百万円（5％）減の681百万円となったことが挙げられる。

（純資産合計）
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平成19年度末現在の純資産合計は489百万円（1％）増の27,089百万円とな

っている。主な増加要因としては、資本剰余金が、施設整備費補助金や目的

積立金により資産を取得したことにより762百万円（66％）増の1,906百万円

となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が、減価償却等の見

合いとして増加したことにより420百万円（23％）増の2,196百万円となった

ことが挙げられる。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成19年度の経常費用は213百万円（3％）増の6,595百万円となっている。

主な増加要因としては、職員人件費が、退職者の増による退職手当支給額の

増加に伴い201百万円（18％）増の1,304百万円となったこと、一般管理費が、

修繕費の増加に伴い47百万円（12％）増の426百万円となったことが挙げられ

る。

また、主な減少要因としては、退職者の不補充や附属学校教員の異動によ

る平均給与額の減等により教員人件費が前年度比48百万円減（1％減）の3,54

3百万円となったこと、平成18年度に措置された移転費や建物新営設備費が、

平成19年度には措置されなかったことによる影響により、教育経費が前年度

比41百万円減（5％減）の745百万円となったことが挙げられる。

（経常収益）

平成19年度の経常収益は316百万円（4％）増の6,784百万円となっている。

主な増加要因としては、運営費交付金収益が、退職手当の増に伴う収益計

上額の増や特別教育研究経費の措置額の増加等に伴い212百万円（6％）増の3,

606百万円となったこと、受託研究等収益が、受託研究等の増加に伴い46百万

円（52％）増の134百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、検定料収益が、受験生の減により、13百万

円（15％）減の74百万円となったことが挙げられる。

（当期総損益）

上記経常損益の状況、目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額2

百万円を計上した結果、平成19年度の当期総利益は99百万円（109％）増の19

1百万円となっている。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の業務活動によるキャッシュ・フローは504百万円（219％）増

の735百万円となっている。
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主な増加要因としては、運営費交付金収入が293百万円（8％）増の3,778百

万円となったことが挙げられる。

主な減少要因としては、寄附金収入が15百万円（15％）減の89百万円とな

ったことが挙げられる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の投資活動によるキャッシュ・フローは708百万円（166％）増

の282百万円となっている。

主な増加要因としては、定期預金の払戻しによる収入が1,033百万円（1,72

2％）増の1,093百万円となったことが挙げられる。

主な減少要因としては、定期預金の預入れによる支出が1,107百万円（1,51

7％）増の1,180百万円となったことが挙げられる。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の財務活動によるキャッシュ・フローは65百万円（18,790％）

減の△65百万円となっている。

主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が49百万円（19,721

％）減の△49百万円となったことが挙げられる。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成19年度の国立大学法人等業務実施コストは12百万円（0％）増の4,736

百万円となっている。

主な増加要因としては、職員人件費が、退職者の増による退職手当支給額

の増加に伴い増となったこと等により、業務費が150百万円（2％）増の6,152

百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、政府出資等の機会費用の計算に使用する決

算日における10年国債（新発債）の利回りが下落したことに伴い、政府出資

等の機会費用が95百万円（22％）減の338百万円となったことが挙げられる。

(表) 主要財務データの経年表 （単位：百万円）

区分 16年度 17年度 18年度 19年度
資産合計 30,481 31,513 31,655 32,971
負債合計 3,871 5,567 5,056 5,882
純資産合計 26,610 25,945 26,599 27,089
経常費用 5,966 6,335 6,381 6,595
経常収益 6,090 6,307 6,468 6,784
当期総損益 124 96 91 191
業務活動によるキャッシュ・フロー 892 818 230 735
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 64 △ 254 △ 425 282
財務活動によるキャッシュ・フロー － － △ 0 △ 65
資金期末残高 827 1,391 1,195 2,148
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国立大学法人等業務実施コスト 5,060 4,787 4,724 4,736
（内訳）

業務費用 3,736 3,576 3,505 3,657
うち損益計算書上の費用 6,350 6,335 6,381 6,595
うち自己収入 △ 2,614 △ 2,759 △ 2,875 △ 2,937

損益外減価償却相当額 633 642 537 459
損益外減損損失相当額 － － 0 0
引当外賞与増加見積額 － － － △ 9
引当外退職給付増加見積額 337 100 244 288
機会費用 353 467 435 339
（控除）国庫納付額 － － － ―

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

ア．業務損益

該当なし。

イ．帰属資産

該当なし。

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等

当期総利益191百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研

究の質の向上に充てるため、191百万円を目的積立金として申請している。

平成19年度においては、教育研究環境整備・組織運営改善積立金の目的に充て

るため、45百万円を使用した。

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

共生システム理工学類研究実験棟の改修（取得原価759百万円）

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

Ｍ講義棟空調設備（当事業年度増加額19百万円、総投資見込額50百万円）

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

共生システム理工学類研究実験棟の改修に伴う各種設備の除却（取得価格39百

万円、減価償却累計額29百万円）

④ 当事業年度において担保に供した施設等

該当なし。

(3) 予算・決算の概況

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示

しているものである。

（単位：百万円）

区分 16年度 17年度 18年度 19年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入 6,159 6,539 7,318 7,528 6,818 7,102 7,407 7,599
運営費交付金収入 3,580 3,580 4,156 4,156 3,485 3,485 3,779 3,778
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補助金等収入 27 27 465 483 657 766 859 859
学生納付金収入 2,419 2,492 2,548 2,478 2,516 2,554 2,541 2,544
附属病院収入 － － － － － － － －
その他収入 133 440 149 411 160 297 228 418
支出 6,159 5,999 7,318 7,280 6,818 6,887 7,407 7,203
教育研究経費 5,333 5,332 6,211 6,176 5,635 5,466 5,874 5,656
診療経費 － － － － － － － －
一般管理費 731 571 561 475 444 486 543 480
その他支出 95 96 546 629 739 935 990 1,067
収入－支出 0 540 0 248 0 215 0 396 －

「Ⅳ 事業の実施状況」

(1) 財源構造の概略等

当法人の経常収益は 6,784 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 3,606 百万円（53

％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益 2,223 百万円（ 33 ％）、その他 954 百万円

（14 ％）となっている。

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明

当法人は、「教育重視の人材育成大学」を基本的な目標としている。平成 19 年度にお

いては、年度計画において定めた教育研究等の質の向上を実現するため、特別教育研究

経費の教育改革事業として、「発達支援相談室の活動を中核とした特別支援教育の実践

的研究」、「大学と地域とが一体で行うキャリア教育の推進」、及び連携融合事業として、

「阿武隈川流域水循環健全化に関する研究」を行った。また、「社会人学び直しニーズ

対応教育推進プログラム」の採択を受け、地域貢献事業として、「高齢社会における弱

者の権利と生活を護る担い手育成プログラム」の事業を行った。

このうち「発達支援相談室の活動を中核とした特別支援教育の実践的研究」について

は、発達支援相談室「けやき」を中核として、特別支援教育の実践的研究を推進すると

ともに、県・市教育委員会等と連携して、専門的力量をもった現職教員の研修の場等を

提供する。今年度は、特別支援教育コーディネーター養成プログラムのシステム作りに

着手し、教員対象の研修システムになるよう研究を進めるとともに、ＷＥＢサイトでの

課題指導教材や特別支援教育コーディネーター養成資料の公開を検討した。また、「高

齢社会における弱者の権利と生活を護る担い手育成プログラム」とは、高齢者や障がい

者等の社会的弱者が、安心して暮らしていけるために、権利擁護の担い手の育成を目指

すプログラムであり、今年度は、「サポートプログラム」として、法律や法制度、社会

福祉の基本的な考え方に関する講座及び具体的なケースに触れながら学ぶ現場実習を実

施した。

特別教育研究経費事業の実施財源は、運営費交付金収益 80 百万円（100 ％）となって

いる。また、事業に要した経費は、教育経費 43 百万円、研究経費 6 百万円、人件費 30

百万円となっている。また、地域貢献事業の実施財源は受託事業収益 7 百万円であり、

事業費も 7 百万円となっている。
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(3) 課題と対処方針等

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、寄

附金などの外部資金の獲得に努めた。経費の節減については、複写機の保守契約見直し

による年間 1,000 万円以上の削減等、一般管理費の節減を図った。また、事務効率化の

観点から、本学、東北大学、宮城教育大学、山形大学の４大学による「共同調達に関す

る協定」を締結し、平成 20 年度調達分から実施することとした。外部資金の獲得につ

いては、役員会の下に「外部資金対策室」を設け、積極的な受け入れに取り組み、外部

資金獲得の増を実現した。また、自己収入の増加を図るため、印刷物広告掲載料を徴収

するとともに、卒業生に係る証明書発行手数料の徴収等を策定した。

また、施設・設備の整備については、実験スペースの確保及び既存施設スペースの効

率的運用を図るため、学類棟の改修工事を実施した。

「Ⅴ その他事業に関する事項」

１．予算、収支計画及び資金計画

(1)．予算

決算報告書参照（http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）

(2)．収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照

（http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）

(3)．資金計画

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照

（http://www.fukushima-u.ac.jp/guidance/nationaluniv/index.html）

２．短期借入れの概要

該当なし。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細
（単位：百万円）

当期振替額
交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資 産 見 返 資本 期末残高
付金収益 運 営 費 交 剰余金 小計

付金

１６年度 0 － － － － － 0

１７年度 0 － － － － － 0

１８年度 272 － 272 － － 272 －
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１９年度 － 3,778 3,334 33 － 3,368 410

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
①平成１８年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 272 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、その他
準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等
替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：272

資 産 見 返 運 － (役員人件費：4、教員人件費：1、職員人件費：266、一
営費交付金 般管理費：0)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－
資本剰余金 － ｳ)固定資産の取得額：－

③運営費交付金の振替額の積算根拠
計 272 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務272百万円を収

益化。

国 立 大 学 法
人 会 計 基 準 － 該当なし
第 7 7 第 ３ 項
に よ る 振 替
額

合計 272

②平成１９年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 86 ①業務達成基準を採用した事業等：教育改革（大学と地域
準 に よ る 振 金収益 とが一体で行うキャリア教育の推進）、教育改革（発達支援
替額 相談室の活動を中核とした特別支援教育の実践的研究）、そ

資 産 見 返 運 10 の他
営費交付金 ②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：86
資本剰余金 － (教員人件費：19、職員人件費：11、教育経費：49、研究

経費：6)
ｲ)自己収入に係る収益計上額：－

計 97 ｳ)固定資産の取得額：教育研究機器10
③運営費交付金収益化額の積算根拠
国費留学生支援事業については、予定した在籍者数に満

たなかったため、当該未達分を除いた額0百万円を収益化。
その他の業務達成基準を採用している事業等については、

それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案し、97百万
円を収益化。

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 2,957 ①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
準 に よ る 振 金収益 進行基準を採用した業務以外の全ての業務
替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 － ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,957
営費交付金 (役員人件費：51、教員人件費：2,241、職員人件費：665)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－
資本剰余金 － ｳ)固定資産の取得額：－

③運営費交付金の振替額の積算根拠
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計 2,957 学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期
間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 290 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、その他
準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等
替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：290

資 産 見 返 運 23 (教員人件費：265、職員人件費：13、教育経費：9、研究
営費交付金 経費：1、一般管理費：1)

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－
資本剰余金 － ｳ)固定資産の取得額：研究機器23

③運営費交付金の振替額の積算根拠
計 313 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務313百万円を収

益化。

国 立 大 学 法
人 会 計 基 準 － 該当なし
第 7 7 第 ３ 項
に よ る 振 替
額

合計 3,368

（３）運営費交付金債務残高の明細
（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

１６年度 業務達成基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

期間進行基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

費用進行基準 0 一般施設借料（土地建物借料）、学校災害共済掛金、下水道
を採用した業 受益者負担金、在外研究員等旅費
務に係る分 ・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、

中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 0

１７年度 業務達成基準 0 国費留学生経費
を採用した業 ・国費留学生経費について、研究留学生・学部留学生区分
務に係る分 における在籍者が予定数に達しなかったため、その未達分

を債務として繰越したもの。
・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、
中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

期間進行基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

費用進行基準 0 一般施設借料（土地建物借料）
を採用した業 ・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、
務に係る分 中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 1
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１８年度 業務達成基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

期間進行基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

費用進行基準 － 該当なし
を採用した業
務に係る分

計 －

１９年度 業務達成基準 11 特別支援事業（再チャレンジ支援）
を採用した業 ・就学機会確保のための経費の執行残であり、翌事業年度
務に係る分 以降に使用する予定。

国費留学生経費
・国費留学生経費について、研究留学生区分における在籍
者が予定数に達しなかったため、その未達分を債務として
繰越したもの。
・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、
中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

期間進行基準
を採用した業 － 該当なし
務に係る分

費用進行基準 398 退職手当
を採用した業 ・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予
務に係る分 定。

一般施設借料（土地建物借料）
・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、
中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 410
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（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用す

る有形の固定資産。

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画

に比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産

の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少

させた累計額。

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証

券等）が該当。

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当。

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営

センターが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担すること

とされた相当額。

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、

PFI債務、長期リース債務等が該当。

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上する

もの。退職給付引当金等が該当。

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金：国からの出資相当額。

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当

額。

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。

２．損益計算書

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経
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費。

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した

経費。

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって

学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用：支払利息等。

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

益）のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、

それから取り崩しを行った額。

３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支

出、人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に

係る資金の収支状況を表す。

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による

収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金

の収支状況を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発

行・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金

の収支状況を表す。

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の

費用から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲

得が予定されない資産の減価償却費相当額。

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったに

もかかわらず生じた減損損失相当額。
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引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められ

る場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明ら

かと認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸し

た場合の本来負担すべき金額等。


